
第 1 回住田町下水道事業運営審議会 

日時：令和 8 年 6 月 19 日 15:30～ 

場所：住田町役場 庁議室   

 

次       第 

 

 

１．下水道事業運営審議委員への委嘱状交付 

 

２．開 会 

 

３．町長あいさつ 

 

４．審議委員のご紹介 

 

５．下水道審議会会長の選出について 

 

６．諮問 

 

７．協 議 

 

① 審議会への諮問内容及び今後のスケジュールについて…資料１ 

 

② 下水道事業の経営状況について…資料２・別表 

 

８．その他 

 

９．閉 会 
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村上 薫 住田町議会
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佐々木　良 世田米小学校ＰＴＡ

紺野　忠 住田中学校ＰＴＡ

遠藤 利光 住田町商工会

大道　雅彦 ㈱岩手銀行世田米支店

菅野 幸紀 大船渡市農協世田米支店

住田町下水道事業運営審議会　委員名簿
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〇審議会への諮問内容及び今後のスケジュールについて（資料 1）       

 

 

（１）審議会への諮問内容 

・下水道使用料に関することについて（下水道事業運営審議会条例第 2条第 1項） 

  令和 8 年 3 月に、「下水道事業経営戦略」を策定し議会議員全員協議会での報告を行いまし

た。経営戦略とは、下水道事業を安定的に継続していくために中長期的な経営の基本となる財

政的な見通しや将来の方向性を見出すものであり、その中で、収益的収入と収益的支出の均衡

が図れるためには、下水道使用料の定期的な見直しが求められています。 

今後、人口減少が進行していく中で、下水道人口も減少していくことが見込まれます。人口

の減少は使用水量にも影響し、収入が減少していくものと予想されます。 

  収入減が予想される中、現行の下水道使用料で維持管理の必要費用に対応できる運営が難し

くなることから、審議会では使用料改定の必要性と改定に向けた方針について協議していただ

きます。 

 

 

 

（２）今後のスケジュール 

 

Ｒ８． ６.１９ 第１回審議会 ～委嘱状交付、経営状況の説明 

Ｒ８． ８    第２回審議会 ～料金改定に向けた方針の決定 

Ｒ８． ９    第３回審議会 ～方針に基づく答申書（案）の確認 

Ｒ８．１０    第４回審議会 
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下水道事業の経営状況について 

 

１ 現状と課題 

(１) 下水道使用料と経営の課題について 

（下水道使用料の課題） 

・ 使用料で回収すべき経費が賄えない場合が多い。回収率が低下して行く見

込み。 

   （経費回収率 R5:75.65％ R6：101.45％ R13：88.12％） 

（事業経営の課題） ※別表参照 

・ 人口減少等により収入が割り込んで収益的収支が悪化して行く見込み。純

利益も減少し、純損失に転換して行く見込み。 

（純利益 R6：9,916 千円 R9：△923 千円 R13:△442 千円） 

・ 繰越利益剰余金は、いったん増加するが減少して行く見込み。 

   （繰越利益剰余金 R6：31,280 千円 R9:54,254 千円 R13：51,540 千円） 

 

 

２ 適正な下水道使用料の検討 

(１) 適正な下水道使用料の考え方について 

（下水道使用料検討の考え方） 

・ 令和９年から１３年の５年間の期間を基準とし、下水道使用料で維持管理

費（需要家費、固定費、変動費）及び資本費（減価償却費+企業債利息）を賄

うことを基本とする。 

・ 維持管理費のうち、需要家費は基本使用料に、変動費は従量使用料に反映

させ、固定費及び資本費の減価償却費と支払利息は基本使用料に３０％、従

量使用料に７０％の割合でそれぞれに反映させる。 

収 入 下水道使用料（基本使用料＋従量使用料） 

費 用 維持管理費 需要家費（基本使用料） 収納手数料 

固定費 

（基本使用料 30％従量使用料 70％） 

人件費、維持管理委託料、その他 

変動費（従量料金） 動力費 

資本費 減価償却費、支払利息 

（基本使用料 30％水量使用料 70％） 

長期前受金戻入、一般会計繰入金

を控除 
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(２) 下水道使用料収入と反映される費用の収支について 

   ・ 令和６年度と令和９年度から１３年度の５年平均の下水道使用料収入と反

映される費用の収支については、次の表のとおり。 

 年 度  料金区分 収入（①） 費用（②） 差引（①‐②） 

令和６年度 
基本使用料 14,399 千円  7,030 千円 7,369 千円 

従量使用料 15,457 千円 20,348 千円 △4,891 千円 

合 計 29,856 千円 27,378 千円 2,748 千円 

令和９～１３年度 

（５年平均） 

基本使用料 13,720 千円 7,389 千円 6,331 千円 

従量使用料 13,444 千円 21,388 千円 △7,944 千円 

合 計 27,164 千円 28,777 千円 △1,613 千円 

収入減（△2,692 千円）の主な理由 

・ 下水道人口の減少（R6：1,726 人→R13：1,439 人）287 人減 

費用増の主な理由（1,399 千円） 

 ・ 資本費は、減価償却費と支払利息の増加分を一般会計繰入金の増加分の

控除で補うことができるため、あまり変動しない見込み。 

  （減価償却費     R6：64,603 千円→R13:87,051 千円） 

 （支払利息      R6： 4,625 千円→R13: 3,860 千円） 

（一般会計繰入金）R6：24,774 千円→R13：40,849 千円） 

   ・ 維持管理費   R6：27,378 千円→R13：29,353 千円 

 



別表

（単位：千円）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 29,924 29,946 29,509 29,126 28,720 28,319 27,924 27,534 27,150 26,771 26,398 26,030 25,667

(1) 29,817 29,856 29,438 29,026 28,620 28,219 27,824 27,434 27,050 26,671 26,298 25,930 25,567

(2) 107 90 71 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

２． 100,194 76,426 72,461 64,583 71,689 85,294 88,760 91,047 93,516 89,358 91,603 92,223 96,849

(1) 36,917 24,774 21,882 26,902 28,849 35,707 37,560 39,480 40,849 35,688 37,080 36,600 40,126

31,967 24,774 21,882 26,902 28,849 35,707 37,560 39,480 40,849 35,688 37,080 36,600 40,126

(2) 63,264 51,559 48,956 37,581 42,740 49,487 51,100 51,467 52,567 53,570 54,423 55,523 56,623

(3) 13 93 1,623 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

(C) 130,118 106,372 101,970 93,709 100,409 113,613 116,684 118,581 120,666 116,129 118,001 118,253 122,516

１． 113,866 89,361 88,677 84,581 96,227 108,526 111,657 113,964 116,248 118,297 120,185 120,504 124,714

(1) 3,999 4,480 5,988 6,141 6,141 6,141 6,141 6,249 6,369 6,369 6,369 6,481 6,481

2,130 2,581 3,152 3,232 3,232 3,232 3,232 3,232 3,352 3,352 3,352 3,352 3,352

1,869 1,899 2,836 2,909 2,909 2,909 2,909 3,017 3,017 3,017 3,017 3,129 3,129

(2) 30,478 20,278 22,150 21,842 22,035 22,230 22,428 22,627 22,828 23,031 23,237 23,444 23,654

4,520 4,523 4,550 4,596 4,641 4,688 4,735 4,782 4,830 4,878 4,927 4,976 5,026

2,160 1,206 3,000 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

23,798 14,549 14,600 14,746 14,893 15,042 15,193 15,345 15,498 15,653 15,810 15,968 16,127

(3) 79,389 64,603 60,539 56,598 68,051 80,155 83,088 85,088 87,051 88,897 90,579 90,579 94,579

２． 8,774 7,395 5,028 4,382 5,105 5,822 5,588 5,112 4,860 4,503 4,225 4,009 3,803

(1) 5,310 4,625 3,978 3,382 4,105 4,822 4,588 4,112 3,860 3,503 3,225 3,009 2,803

(2) 3,464 2,770 1,050 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(D) 122,640 96,756 93,705 88,963 101,332 114,348 117,245 119,076 121,108 122,800 124,410 124,513 128,517

(E) 7,478 9,616 8,265 4,746 △ 923 △ 735 △ 561 △ 495 △ 442 △ 6,671 △ 6,409 △ 6,260 △ 6,001

7,510 9,963 8,265 4,746 △ 923 △ 735 △ 561 △ 495 △ 442 △ 6,671 △ 6,409 △ 6,260 △ 6,001

(I) 23,770 31,280 41,243 49,508 54,254 53,331 52,596 52,035 51,540 51,098 44,427 38,019 31,759

※ 用語説明
・長期前受金戻入
設備（建物や機械）などを購入するためにもらった「補助金」を、その設備が期間（法定耐用年数）に合わせて少しずつ「売上（収入）」として計上していくための会計処理のこと。

・減価償却費
建物や機械など、時間の経過とともに価値が減る固定資産の購入費用を、その資産が使える期間（法定耐用年数）にわたって分割し、毎年少しずつ経費として計上していくための会計処理のこと。

・繰越利益剰余金
企業が創業から過去の事業活動で獲得した利益の累積額のうち、積立金として使わずに残っている「利益の貯蓄額」を指します。

下水道事業　年度別収支計画表

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 払 利 息

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

R9 R10 R11

補 助 金

他 会 計 補 助 金

R5
（決算）

R16 R17

営 業 外 収 益

料 金 収 入

そ の 他

R6
（決算）

営 業 収 益

R7 R12 R13 R14 R15R8


